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（H）マルクスの「利潤率低下論」
1）スミスからマルクスへ
・a）マルクスは，古典派においては「利潤率低下論」における「謎」が解決
されえなかったとして，その理由について次のように指摘している。
　「従来の経済学は不変資本と可変資本との区別を手探りしはしたが，それ
を明確に定式化することはできなかったということ，また，剰余価値を利潤か
ら切りはなして示したこともないし，利潤一般をそのいろいろな互いに独立
化された成分一つまり産業利潤や商業利潤や利子や地代一から区別して純粋
に示したこともないということ，また，資本の有機的構成の相違を，したがっ
てまた一般的利潤率の形成を根本的に分析したことがないということ，一こう
いうことを考えてみれば，従来の経済学がこの謎の解決に一度も成功しなか
ったということも，少くも謎ではなくなるのである」（Kap．皿・240～1）。
　マルクスは，古典派においては不変資本と可変資本の区別が明確にはされ
えなかったこと，剰余価値をその創造における形態と現象における形態とに
おいて区別して分析がなされえなかったこと，労動の社会的生産力が「資本
の有機的構成」として定式化されなかったこと，これらの原因によって「利
潤率低下論」の「謎」が解明されえなかったとしているのである。換言すれ
ば，古典派において「剰余価値の真の発見」がおこなわれていなかったが故
に，従って，剰余価値論が未確立であったが故に，経済学説の根底における
「革新」がおこなわれえなかったということである。
　しかし，そのことは古典派において価値増殖の観点から資本を区別すると
いう考え：方についても，剰余価値の本性についても，「資本の有機的構成」に
ついての事実上の考え方についても存在しなかったということではない。例
えば，エンゲルスは，『資本論』第2部の「序文」において「剰余生産物に表
わされる剰余価値を剰余労働に還元することは重要」なことであるが，それ
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は「事実上A．スミスにおいてすでに言われており，またリカードの展開に
おける一つの重要契機をなしている」（Kap．　H・13）として，剰余価値その
ものの「存在」や，「それが何から成り立つかということ，すなわち，取得者
によって何の等価も支払われていない労働の生産物から成っている」という
ことは，「マルクスよりもずっと前から確認」されていたのであり，「大なり
小なりの明瞭さで述べられていた」　（Kap．　H・16）と，しているのである。
又，スミスにおいては，「資本の有機的構成」について事実上述べられている
箇所が見出されるのである。スミスは，「たどえすべての資本は生産的労働だ
けを維持することになっているにしても，等額の資本が活動させうる労働の
量は，その用途の多様性に応じてはなはだしく異なるし，またこれと同様に，
この用途がその国の土地と労働の年々の生産物に付加する価値もはなはだし
く異なる」（W．N．340）としているのである。そこでは，「等額の資本が活
動させる労働の量」が，その「用途」に応じて相違するとして，それ故，「生
産物に付加される価値」も相違するとされているのである。「用途」に応じて
活動させられる労働の量が相違するということは，逆にいえば，資本量が同
一であっても生産力水準によってその活動させられる労働量に相違が生じる
ということであり，それ故，一定量の資本は，その生産力水準に対応して，
移転し，増殖する価値量に相違が生じるということである。それは，内容的
に明確さを欠くとはいえ，まさしくマルクスの指摘する「資本の有機的構成」
と概念的には同一のものであるといえよう。
　それ故，マルクスが剰余価値論を完成したということは，古典派において
事実上究明されていた剰余価値論を固有の概念にお・いて把握することによつ
で再構築されたものであるということができるであろう。しかし，そこでは
剰余価値が範疇として確立され，「資本の有機的構成」が概念として確立され
たというそのことが重要なのである。それは，マルクスが「用語をすっかり
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変える」としていることに関わる問題でもある。
　．古典派の体系において「用語」が不変資本と可変資本，剰余価値，資本の
有機的構成として置き換えられるということは，単なる「用語の変更」とい
うことに留まるのではなく，マルクス自身における経済学の「革新」を想定
するものである。マルクスの経済学体系が古典派のそれと決定的に相違する
ものとして，理論的な飛躍を含む体系としての創造であることがそこでは前
提とされているということである。マルクスが剰余価値論を完成したという
こともかかる意味におけるものとして理解されねばならないものといえよう。
マルクスは，古典派の体系に固有の概念を付与したものであるとはいえ，理
論的には古典派との全くの「断絶」におけるものとしてマルクスの経済学体
系が規定されるということである。
　かくて，マルクスは，その剰余価値論の完成を前提として「利潤率の傾向
的低下法則」を確立することができたのである。マルクスが1858年1月16日
付けのエンゲルス宛の「手紙』の中で，「とにかく，かなりの進展が感ぜられ
る。たとえば，これまであったような利潤に関する学説は全部ひつくり返し
（1）これは仏語版においてみることができるものであり，独語版では明記されていない。
　そこでは，マルクスは，古典派は，「労働の価値」から分析を始め，その到達した結果
　は，「労働力の価値」であったにもかかわらず，依然として「労働の価値」を問題にし
　ていたために，古典派はより一層の矛盾を深めることになったとしているのであるが，
　その中で，「だから，分析が到達した結果は，出発点で提出されたままの問題を解決す
　ることではなくて，その用語をすっかり変えることであった」としているのである。
　古典派は，「労働の価値」から分析によって事実上は「労働力の価値」に到達したとは
　いえ，「労働力の価値」なる用語をもちあわせなかった古典派は，それ以上の分析を
　なしえなかったということである。しかし，そこでマルクスが「用語をすっかり変え
　ること」，「労働の価値」を「労働力の価値」に置換える必要があるとしていることは，
撫郵男呼霧誘灘∫ζ瓢煽る忽謄露舞1こ駕覇轟1
　は，単なる「用語」としてではなく，新しく創造されたマルクスの経済学体系を表現
　するものとしての概念に他ならないということである。そのことは，『資本論』第1部
　の第2版以後も続けられたマルクスの経済学研究の過程で，仏語訳当時にマルグスに
　おいて方法論上の認識の明確化がなされたことの証左でもあるといえよう。
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てしまった」としているのも，そこでは，マルクス自身における剰余価値論
の体系に基礎づけられたものとしての「利潤率低下論」の成立が告示されて
いるものといえよう。しかし，それだけの問題であるならば，「法則」を展開
し，理論的に豊富化するためにスミスに立ち返ることの積極的意義を見出せ
ないものといえよう。換言すれば，剰余価値論の完成とは「法則」にとって
の理論的定礎にすぎないこととして理解されねばならないということである。
それは「法則」の成立機構の解明までも可能にするというものではなかった
のである。それ故，「利潤率低下論」は，スミスにおいてかならずしも体系的
に展開されているわけではないが，あえてそれに立ち返ることの意義も，そ
こで「法則」の萌芽を見出すということでも，「法則」そのものの論証のなん
らかの手懸りを求めるということでもなく，「法則」の成立機構の解明の方法
を明らかにすることにあったものといえよう。
　スミスの『国富論』の体系を：貫串する方法は，「深遠な考察方法」と「通俗
的な考察方法」という「二つの研究：方法」が同時的に併存することにあった
ことは既に指摘したごとくであるが，かかる方法に意識的に立脚してスミス
の「利潤率低下論」を再構成した時に，そこで浮かび上がってきたのは，一
方では分業を基軸とする生産力展開による資本蓄積の長期的過程における利
潤の「自然率」の低下傾向と利潤量の増大として整理される論点であり，他
方では資本蓄積の短期的過程における市場利潤率に関わるものであり，諸資
本の競争を挺子として惹起される「特別利潤」の消滅として整理される論点
であった。スミスは，「二つの研究方法」にお』いて現実の経済社会を総体性
において把握することを意図したのであるが，それはスミスの経済学体系に
「混乱」と「矛盾」をもたらす主要な原因でもあったのである。しかし，そ
のことは「二つの研究方法」がそれ自体として誤りであるということではな
いのである。それが誤りであるのは，「二つの研究方法」が「無媒介的」に，
同時的に「併存」（Meh．　H・162）させられたということにあったのである。
それ故，利潤の「自然率」の低下と市場利潤率の動態とが「無媒介的」に二
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じられるというそのことが克服されねばならないのであり，両者をいかに理
論的な内的関連において把握するのかということこそが，マルクスの「利潤
率低下論」のより一層の展開における課題の一つであるといえよう6
　かくて，スミスにおける「二つの研究方法」，即ち，’「本質洞察的な方法」
と「現象記述的な方法」とを々ルクスの「利潤率低下論」に意識的に適用し，
再構成することが，そのより一層の理論展開のために必要とされるのである。
換言すれば，・そこでは資本蓄積についての二様の相違する分析視角による考
寂あご・ヴ、亟ブ〈・点ス〉いろツ〉で・ムA一　　，Uクk　、レノ　Q’一》　／　一一　、v’ノ　wutJN　t“
b）マルクスの「利潤率低下論」を二様の分析視角において考察されようと
　したのは高木幸二郎氏である。その所説についてみておこう。
　高木幸二郎氏は，傾向的低下を示す一般的利潤率を「体制的利潤率」とされ，
産業循環の動態過程において価格動態との関連で出てくる実現利潤率を「循
環的利潤率」とされ，「問題はこの循環的利潤率の動態と体制的利潤率……と
の関係にある」（〔5〕338ページ）とされている。そこでは，資本蓄積の運
動が資本蓄積の長期的過程と産業循環の動態過程の区別において把握され，
それに対応して利潤率が概念的に区別されたうえで，両者の関係の問題とし
て，「法則」の成立機構が把握されているのである。それはかのスミスの「二
つの研究方法」に立脚しての利潤率低下論の展開として規定されうるもので
　　（2）
ある。
　高木幸二郎氏は，循環的利潤率と体制的利潤率の関係は，「後者は前者の現
実的運動を通じてのみ実現されるということ，『傾向的低下の法則』における
内的矛盾の展開は，一般的利潤率の循環運動を生み出しつつ，それを通じて
自己を貫徹するということ」（〔5〕338ページ）であるとされる。「体制的利
（2）体制的利潤率と循環的利潤率を区別するとはいえ，それは両者を機械的に切り離す
　ということではない。両者の切り離しは，スミスの誤りと同断であるものといえよう。
　P．スウィージーにおける誤りについては〔5〕348ページを参照。
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旗頭」は，感性的なものとしてあたえられるのではなく，「ただ理念的に表象
されうるにとどまる」ものであるが，これに対して，「循環的利潤率」は，「産
業循環の運動の一定局面における一事象」に関わるものであり，そこでは「価
格の価値からの背離」の存することが前提されているとされるのである。
　この「価格の価値からの背離」の想定について，高木幸二郎氏は，あえて，
「それはあたかもマルクスにおいて，幾度も繰返された近代ブルジョア社会
の内部的機構の關明のために，需要は供給に一致し，価格は価値に一致する
とせられた『資本論』の分析論理上の前程に反して，その圏外に逸脱するか
のようである。だがそれはもちろんそうではない」（〔5〕338ページ）と指
摘されている。「循環的利潤率」の動態において「体制的利潤率」が低下傾向
を実現していくものとして，「法則」の成立機構が規定されるならば，『資本論』
体系は，必然的に「価値と価格の背離」，「需給の不均衡」」従って，「諸資本
の競争」の展開を不可欠の一環として構成されざるをえないということであ
る。「理念的平均」において「近代ブルジョア社会の内的機構」が關明され，
「法則」を摘出することができるものであるとはいえ，しかし，そのような
想定のもとでは「法則」そのものの成立機構はなんら明らかにされえないの
である。「法則」そのものの成立する機構が解明されうるのは，「諸資本の競
争」という理論的前提のもとにおいてである。『資本論』における「湖心本の
競争」は，「法則」を説明するために必要とされるかぎりで付随的に展開され
るという理論的性格のものではなく，基本的契機としての意味をもつものな
のである。
　かくて，高木幸二郎氏は，「法則」の論理構造について，「先ず一般的利潤
率の傾向的低下の法則という感性的現象の背後に存する基本的事象を説明し，
次にこの法則の内的矛盾の展開にお』いて，それが具体的に貫かれてゆく現実
的運：動態容の説明に移っている」（〔5〕339ページ）とされるのである。即
ち，『資本論』第3部の第13，14章では「構造的体制的見地」の分析に重点が
おかれ，第15章では「動態的見地」の分析に重点がおかれる（〔5〕314ペ一
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ジ）ことになるということである。然るに，第13章では「一般的変動を区別
して」（Kap．皿・247）議論が展開されているのに対して，第15章では資本
蓄積と利潤率変動との相互規定的関係が問題とされ，蓄積過程における資本
制的生産の内的諸矛盾の開展が問題とされているものとすれば，この分析視
角の相違，論理的位相の相違の確定を前提として，第3篇全体を貫くものと
して資本制的生産様式の「歴史的・一時的性格」を帰結しうるのである。
　尚，そこではそのような展開方法は，「『資本論』の全体を一貫しているマ
ルクスの方法に一致してもいる」（〔5〕339ページ）とされている。そこで
指摘されている『資本論』の方法とは，「基本的事象」を解明することと，そ
の「基本的事象」が具体的に貫かれてゆく「現実的運動態容」を明らかにす
るということとの二様の分析視角の設定ということであり，しかも，両者を，
いわば同次元的に対応するものとして設定するということである。それ故，
「現実的運動短縮」を解明するということそれ自体が同時に，「法則」の成立
機構の解明をも意味するものとして把握されうるものといえよう。換言すれ
ば，資本蓄積の過程を長期的に，従って，long－runにおいて考察する場合と，
短期的に，従って，short－runにおいて考察する場合とが同一の論理段階にお
いておこなわれるということであり，構造分析に動態分析が同次元的に対応
するものとして，そのような重層的な理論構造におけるものとして『資本論』
体系の各論理階梯が特徴づけられるということである。
　勿論，「循環的利潤率」の動態を考察するとはいえ，そこでは「現実の産業
循環における他の具体的な諸事象との全面的関連のもとに考察する」ことは，
『資本論』第3部第3篇における目的ではないとされているのであり，その
考察も「資本主義抗生産の一般的な，かつ歴史的な傾向としての利潤率の低
下の法則が，商品の過剰生産としたがってまた資本の過剰生産を形成する諸
契機において内的矛盾の発現形態を見出しつつ，如何にそれに照応した循環
的利潤率の運：動を展開せしめるか」．（〔5〕339ページ）ということに限定さ
れるとされているので’ある。
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　斉藤道愛寵は，「法則」を「資本の致富衝動を長期的・傾向的な視点からと
らえた資本の論理の一般性」（〔13〕（上）166ページ）として規定され，それ
故，』 ｻれは「景気局面にあらわれる短期的利潤率の低落とは概念的にも時間
的にも異るすぐれて長期的な一般的形態」（同前，167ページ）であるとされ
ている。斉藤氏は，利潤率の低落運動を「長期的傾向的側面」と「短期的循
環的側面」とに区別され，その区別の意義は「一般的法則と特殊一般的形態
の資本蓄積過程に対する作用の差異」（同前，169ページ）に存するとされる
のである。しかし，斉藤氏は，利潤率低落の概念的区別を強調されるあまり，
両者の連関性把握については明確に示されていないのである。そこでは，産
業循環の各局面で生じる短期的利潤率の低落が，「市場価格の変動，労賃率の
変動，相対的過剰人口，利潤率と利子率の対抗関係等々によるヨリ具体的，
特殊的な諸要因からみ合いのもとであらわれる矛盾の短期的形態」（〔12〕
144ページ）として規定されているのである。然るに，かかるものとしての短
期的利潤率の変動は，「法則」と同次元におけるものではなく，ヨリ具体的な，
信用論の展開をも前提とする論理次元に属するものである。利潤率低落を二
様の概念的区別において把握することに積極的意義があったのは，短期的利
　　　　　電
潤率の動態を通してのみ長期的利潤率の低落が確定されるということであり，
従って，「法則」が機構的に解明されうるということにおいてである。短期的
利潤率が異次元におけるものとすれば，その動態は「法則」の確立を機構的
に解明しうるものとしての意義をもちえないものといえよう。それ故，斉藤
氏においては，「法則」と恐慌の関連についても，「利潤率の傾向的低落自体」
から，「恐慌，不況の循環過程は論じえない」（〔13〕（上）180ページ）とい
う否定的側面が一面的に強調されることになっているものといえよう。
　どころで，マルクス自身も利潤率の動態を問題にするときには，利潤率の
概念について二様の区別をおこなっているのである。
　「それぞれの生産部面の実際の利潤率には絶えず大きな変動が起きるにも
かかわらず，一般的利潤率の現実の変化は，異常な経済的事件によって例外的
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にひき起されたものでないかぎり，非常に長い期間にわたる多くの振動，すな
わち固定され平均されて一般的利潤率の変化になるまでには長い時間のかか
る多くの振動の結果がずっとあとから現れたものである」（Kap．皿・！91）。
　マルクスは，「それぞれの生産部面の実際の利潤率」と，その「実際の利潤
率」の絶えざる動揺の結果として，即ち，「長い時聞のかかる多くの振動」の
結果として変化する「一般的利潤率」とをその動態において区別しているの
である。前者は，産業循環の局面において，「一般的利潤率のひどい突然の低
下」（Kap．皿・280）として，市場価格の運動に規制されて変動するもので
あり，「傾向として作用」（Kap．皿・267）するものとしての後者とは区別さ
れているのである。
　かくて，「循環的利潤率」の動態が市場価格の周期的変動の過程において惹
起されてゆくものであるとすれば，その市場価格の「突然」の，「急激」な低
落において「商品の過剰生産」の形成が顕在化せしめられるのであり，その
ような運動過程が周当月的に反復されることを通して一般的利潤率は傾向的に
低下していくものとして把握されうるのである。それ故，マルクスの「利潤
率低下論」は，一方では一般的利潤率の低下が生産力を展開基軸として理念
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，的に論証され，他方では循環的利潤率の動態が規定されるものとしての市場
価格の周期的変動の過程が機構的に解明されることを必要とするものである
といえよう。利潤率の低落を惹起するその同じ原因が，利潤量の増大をもた
らすものとして展開する過程において，従って，資本の加速的蓄積過程にお』
いて，「法則」は自己を実現するのであるが，その過程は具体的には産業循環
の運動を形成するものとして把握されるのである。かかるものとして，「利潤
率低下論」．において存したかの「二つの研究方法」の無媒介的な同時併存と
いうスミス的誤りは，止揚されうるものといえよう。
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2）　「利潤率の傾向的低下の法則」について
A）　「法則そのもの」
　a）一般的利潤率は，労働の社会的生産力の発展によって漸次的に低下傾
　　　プ向を示すということが，ここで論証されねばならない課題である。マルクスは，
「法則」そのものは，「資本主義的生産様式の本質から一つの自明的な必然性」
として示されるものであり，「まったく簡単1（Kap．皿・240）なものである
としている。労働の社会的生産力と無制限的発展の傾向は，「資本の歴史的任
務」（Kap，皿・288）であるが，その傾向それ自体が社会的総資本の自己増
殖率を低下せしめるということ，従って，「生産力の発展が示す歴史的矛盾の
一つの特有な表現」（〔5〕309ページ）こそが「法則」に他ならないのであ
るが，そのことを資本制生産の内的必然性として，「簡単」に論証されねばな
らないということである。
　労働の社会的生産力の発展とは，「より小量の労働に，より大量の使用価値
を生産する力を与えるような労働過程における変化」（Kap．1・330）のこ
とをいうのである。それは「生きている労働の割合が減って過去の労働の割
合はふえるがその結果は商品に含まれている労働の総量が減る」ということ
であり，従って，商品価値に具体化される「過去の労働がふえる以上に生き
ている労働が減る」（Kap．　m・290）ということである。それ故，一方では
生産される商品数量が増加し，他方では個々の商品価格の低下が惹起される
ことになるのである。その際，他にさきがけて新生産方法を採用する資本家
は，「自分の商品の生産費と，他のもっと高い生産費で生産される商品の市場
価格とのあいだに生ずる差額を自分のものにする」（Kap．皿・294）ことが
できる。その「差額」とは特別剰余価値に他ならないのであるが，この特別
剰余価値を求めて，個別的諸資本の生産力増大の競争が展開する過程こそ，
現実的競争過程なのである。それ故，ここでの資本制生産における労働の社
会的生産力の発展の想定は，この特別剰余価値の追求のための個別的諸資本
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の新生産方法の採用を媒介として，結果として惹起されたそのことに他なら
ないのである。
　資本制生産のもとでの生産力の発展が「物質的生産のための労働時間を減
らす」ものとしてではなく，「労働者階級の剰余労働時間をふやすかぎり」
（Kap．皿・293）におけるものとして特徴づけられるのは，かかる生産力発
展の特殊性に起因するのである。かくて，諸資本相互の競争の結果として新
生産方法が一般化し，総資本の生産力水準が上昇するに及んで，一般的利潤
率の低下が惹起されるのである。それ故，一般的利潤率の低下は，「資本家た
ちの意志からはまったく独立したもの」（Kap．　EI・294）として，従って，強
制法則として個々の資本家に作用するのである。生産力の発展それ自体は，
個々の資本家の特別剰余価値を求めての「意志」においておこなわれるもの
であるとはいえ，その結果としての一般的利潤率の低下は，資本家の「意志」
から独立して展開するということなのである。
　米田康彦氏は，「法則」の内容には，①「利潤率の累進的低落」，②「利潤
率の低下に利潤量の増大が伴う」1③「利潤率の傾向的低落」（〔7〕10ペー
ジ）の三様の規定があるとされ，しかし，第！3章「法則そのもの」において
のみでは，「労働生産力発展とそれにともなう資本の有機的構成高度化だけか
ら，取得利潤量増大を帰結することはできない」（〔7〕13ページ）とされ，
第15章の主題たる「現存資本の増殖と労働生産力の発展」において，従って，
資本の蓄積衝動において補完されねばならないのであり，「資本制的生産の目
的である価値増殖の要請が，一方で労働生産力の不断の発展の起動力となる
と同時に，他方で『蓄積のための蓄積』を盲目的に推進する」（〔7〕14ペー
ジ）ものとしての資本の加速的蓄積過程においてのみ，「法則」は，「自己を
実現しうる」（〔7〕14ページ）とされている。米田氏は，「法則」は，「『労
働生産力の発展と資本価値増殖の矛盾』の蓄積過程での必然的展開形態とし
て論証J　（〔7〕14～5ページ）されねばならないとされ，そのことから，
「法則」の論証も第13章ばかりでなく，第15章にお』いておこなわれうるとさ
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れるのである。米田氏は，「法則」の論証は，第13章において，従って，資本
蓄積の長期的過程に関わる事柄としては不可能であるとされたことによって，
本来は，資本蓄積の短期的過程に関わる事柄を論じている第15章の主題をも
「法則」論証の一契機に還元されてしまったのである。
　木村芳資氏は，前記の米田氏が指摘された「法則」の三つの内容は，「より
直接的な簡一直な関係から漸次具体的かっ複雑な諸関係を展開していく叙述の
方法によって与えられたものである」（〔61〕2ページ）とされ，（a）は，「法則」
の「最も直接的な簡単な関係を純粋にとり出すことによって，利潤率の低下
という現象の原因がどこにあるかを端的に暴露しているもの」であり，②は，
「生産力の発展と結びついた蓄積の進展過程」における規定であり，木村氏
は，②において「資本の過多」の問題を投影されるのである。③は，利潤率
を低下させるその同じ過程において「反対に作用する諸原因」が同時に作用
することを含意しているのであり，「法則」が「相反する諸機能因の同時的・
対抗的作用」として規定されることによって，「法則」と恐慌との関連も明ら
かになる（〔7〕2～5ページ）とされるのである。
　確かに，「法則の内容を三点にわたってとらえるべき」（〔7〕5ページ〉で
ある。しかし，それは第3編全体においてのみ「法則」が論証されるという
ことではない。「法則」そのものは体制的利潤率の低下の内容に関わるものと
して理解されねばならないのであり，その生産力の上昇自体が同時に資本蓄
積の短期的事象に関わる循環的利潤率の運動態様を直接的に規定する契機と
して措定されえないものといえよう。そこでは，結論としては，第3編にお
ける論理構造上の相違点が曖味なものにされてしまっているといえよう。
b）マルクスは，第13章においては体制的利潤率の低下を二段階的に論じて
いるのである。剰余価値率一定の場合と上昇する場合とである。ここで，体
制的利潤率P’は，生産され実現された剰余価値の総量を，投下総資本（C十
V）にたいする関係において考察したものであるが，それは同時に総資本に
たいする可変資本の比率vノと剰余価値率mノとの積で表わすこともできる。換
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心すれば，「剰余価値率にたいする利潤率の比は，総資本にたいする可変資本
の比に等しい」　（Kap．田・70）ということである。
pt＝＝　一＝！￥，！一；一；”　＝＝　一＝〉，1一；一；一．．　．　M．　＝＝　vt．mt
C十V　C十Vv
　（3）
（1＞
　ここでは，貨幣価値の不変，一年間の可変資本の回転は一回，労働生産性
の変化は，資本の価値構成の変化として現れ，可変資本Vや剰余価値Mにお』
いて生じる変化は，労働日の長さ，労働の強度，労賃の三つの契機の変化に
よって惹起されたものであるとされているのである。特に，最後の点につい
ては，「労賃は剰余価値の大きさと剰余価値率の高さとにたいして労働日の長
さや労働の強度とは反対に作用するということ」，従って，「労賃の上昇は剰
余価値を減らすが，労働日の延長と労働の強度の引上げとは剰余価値をふや
す」（Kap．㎜・71）ということである。
　この利潤率の定義式（1）が示していることは，vノとmノとの変動関係が，利潤
率の動態を基本的に規定していくということである。しかし，この定義式（1）
が示していることは単にv！とm’との数量的関係ではなく，「総資本の運動とそ
の価値増殖とにたいする可変資本の特殊な有機的関係」であり，価値増殖に
おける「可変資本と不変資本との相違」（Kap．田・72）どいうことである。
不変資本の場合，その価値とその素材的使用価値量とがどんな関係をもつか
にかかわり・なく，利潤率は，　「不変資本の価値とは反対の方向に変動する」
（Kap。皿・72）ということである。これに対して，可変資本の場合には，
「可変資本の価値論が可変資本の動かす労働量の指標ではなくなり，むしろ
こみ指標そのものの大きさが変われば，それといっしょに，剰余価値率は反
対の方向に，そしてそれに反比例して変化させられる」（Kap．皿・73）とい
うことになるのである。可変資本によって創造される総労働と可変資本価値
量との「差額」がそこでは問題なのである。それ故，v’の変化が労働生産性
の変化を表現するためには不変資本の素材的成分の価値変動や労賃変動がな
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いものとされねばならないのである。
　かくて，マルクスは，労働の生産性の上昇はv’の低下とmノの上昇をもたら
すとして，それが利潤率の運動に及ぼす関係を問題にするのであるが，その
際，mノについては一定の場合と土昇する場合とに分けてい．るのであり，「法
則）の論証を二段階的におこなっているのである。先ず，剰余価値率一定の
場合についてであるが，それは，同じ剰余価値率が低下する利潤率で表わさ
れることとして，その次第が具体的数値例において示されているのである。
具体的数値例を表式的に表現すれば，次のようなものになる。
1）50C十100V十100M＝250，　Pノ＝66％！％
H）100C十100V十100M＝300，　Pノ＝50％
M）　200C十100V十！00M＝400，　P’一332L，s’9．
IV）　300C十100　V十100M＝500，　P’＝250／，
V）　400C十100V十100M－600，　P’＝：200／，
（Kap．　III　’　238）
　マルクスは，労働の生産性が上がり，前より少ない労働者によって前より
も大量の生産手段が使いこなされるということは「近代産業の正常な場合で
ある」（Kap．田・78）としている。この五つの表式では労働者の減少がそのも
のとして示されずに，不変資本の相対的増大において示されているとはいえ，
その順序において生産力の段階的発展の過程が表現されているものといえ
よう。それ故，それは，「同じ一つの資本の時間的に次々に現れる諸状態」
（Kap．『78）として，或は，「資本主義的生産の現実の傾向」（Kap．　III・240）
を表わすものとして把握されているということである。即ち，マルクスは，
一般的利潤率の低下を資本主義の発展の時間的経過とともに実際に生起する
事象として理解していたということであり，かかるものとしての「法則」の
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論証を試みているのである。それ故，マルクスにとって悶題なのは，一般的
利潤率の低下が厳密な意味で論理的に論証が可能か否かを論じることではな
く，「資本主義的生産様式の本質から一つの自明的な必然性」としていかに提
示するかということにあったものといえよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　マルク．スは，一般的利潤率の上昇も論理的にはありうるとしている。
　「それどころか，剰余価値率の一ヒ昇と，不変資本ことに固定資本の諸要素
のかなりの減価とが結びついているような場合には，利潤率が上がることも
ありうるであろう。しかし，現実には利潤率は，すでに見たように，長いあ
いだには下がるであろう」（Kap．皿・258）。
　利潤率の上昇は，一時的にのみ可能であり，現実の問題としては一定の限
界があるのであり，永続性をもちうるものではなく，長期間の問題としてみ
れば，利潤率の低下傾向は不可避であるということである。それはマルクス
が資本主義愚生産の一般的法則を問題にするさいの方法的原則でもある。マ
ルクスは，資本制生産のもとでの法則の作用の仕方について，「およそ資本主
義的生産では，つねに；ただ非常に複雑な近似的な仕方で，ただ永久の諸変
動のけっして固定されえない平均として，一一一一一般的法則は支配的傾向として作
用する」（Kap，　III・186）としているのである。それ故，マルクスにお』いては
「利潤率低下法則」も，「近似的」に，「支配的傾向」として作用することが論
（3）西村達夫氏は，利潤率がM／C十VとV／C十V・M／Vとして規定されることに
　ついて，前者は，利潤の「流通的側面」を示すものであり，後者は，　「生産的基礎」
　嫉わしているとされる．M／c＋Vしこおいて，利潤は，憤本の彿ll分から等しくも
　たらされる」ものとして規定され，利潤の「流通形態」としての把握であるが，それ
　によって，「剰余価f直の生産を隠蔽し，資本関係を外面化するもの」（〔25〕224ペー
　ジ）であるとされる。これに対して，V／C＋VとM／Vとは，生産過程における諸
　要因であり，それ故，それらが利潤率の変動を規定するものとすれば，利潤率の大き
　さは，　「生産的基礎」において決定されるということである。かくて，西村氏は，利
　潤率の低下法則は，利潤の「流通的側面と生産的基礎の統一である」（〔25〕232ペー
　ジ）とされるのである。
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証されさえずればよいのであり，「まったく簡単」なものとしてその論’証が理
　　　　　　　　　　　　　｛4）解されていたものといえよう。
　前記の例解においては，可変資本と剰余価値の大きさが夫々一定に維持さ
れるものとされている。そこでは，単に剰余価値率が一定であるということ
ばかりではなく，労働の生産性の発展とは，「同一一価値の生産物量＝100V十100
M」が総投下資本（C十V）との割合において，低下する率において表わさ
れるものとされているのである。即ち，労働生産性の増大に対応して，資本
が同じ量の生きている労働を指揮し，同じ量の剰余価値を吸い上げることが
できるためには，投下総資本，従って，不変資本部分が累積的に増大しなけ
ればならないこととして表示されているのである。労働の生産性の増大によ
って，「同量の労働力を動かし同量の剰余労働を吸い取るのにますます大きな
量の総資本が必要になる」（Kap．1且・249）ということの次第が明瞭に示さ
れているのである。
　かくて，マルクスの例解においては不変資本の累積的増大と利潤率低下と
が関連づけて論じられているのであるが，そのことによって，社会的労働の
生産力発展の特殊資本主義的形態を表現するものとしての一般的利潤率の低
下は，「総資本の可変成分の絶対的減少から生ずるのではなく，その単に相対
的な減少から，不変成分と比べてのその減少から生ずる」（Kap．　IH・244）
ということが，従って，「生きている労働の量が減少するからではなく，それ
によって動かされるすでに対象化された労働の量が増大するから」　（同前）
ということが明確にされているのである。　「労働がより不生産的になるから
（4）都留重人氏は，「法則」の論証において一般的利潤率の低下が「論理的に可能である
　かどうか」が問題なのではなく，「現実の相互作用関係における本質的契機として，
　利潤率低籍の傾向が存在するかどうかである」とされ，「現象面の数字ではなく，社
　会の発展における本質的な動力これが問題なのである」（〔23〕202ページ〉とされて
　いる。
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ではなく，労働がより生産的になるから」（Kap．皿・268），従って，「労働
者の搾取が少なくなるからではなく，充用される資本一般に比べて充用され
る労働が少なくなるから」（Kap．　III・274），利潤率が一般的に低下するので
あり，そのことがこの例解において明解に提示されているものといえよう。
　ここでのマルクスの一般的利潤率低下の論証は，理論的には「剰余価値率
一定」の前提に支えられている。即ち，そこでは労働生産性の上昇が，資本
の有機的構成の高度化，v1の低下としてのみ規定され，剰余価値率mノの上
昇については考慮が払われていないのである。，然るに，労働生産性の増大が
ありながら，剰余価値率が一定であれば，生産性の増大に比例して実質賃金
率の上昇が生じることになるのである。それ故，一方で資本の有機的構成の
高度化を想定しながら，他方で剰余価値率一定の想定をおこなうということ
は，労働生産性の増加は，資本家と労働者の両者に同様の恩恵をもたらすも
のとして，かかる意味における労働生産性の上昇が想定されるということに
他ならないのである。この点を論拠とじてマルクスの利潤率低下論を批判し
たのは，P．　M．スウィージーである。スウィージーは，「マルクスの利潤率
の傾向的低下の法則についての定式化は，あまり人を承服させうるものとは
言えない」（〔22〕126ページ）として「法則」そのものの成立を否定しよう
としたのである。ここでは，「法則」の論証に際しての剰余価値率一定の想定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）の意義を明確にするためにも，スウィージーの所説についてみておこう。
（5）マルクスは，剰余価値率一定の想定に関連して，次のように指摘している。　「利潤
　率はいくつかの可変数の一関数である。そして，これらの可変数がどのように利潤率
　に作用するかを知りたいと思うならば，それぞれの変数の個別作用を順々に検討しな
　ければならないのであって，そのさい，このような孤立化された作用が同じ一つの資
　本の場合に経済的に許されるかどうかはどうでもよいのであるJ（Kap．㎜・78）。
　これに対して，ボルトキヴィッチは，マルクスの採用した「孤立化的方法」しこそが，「背
　理」に導びいたとしている。　「利潤率低下の法則に対してマルクスの与えた論証の欠
　陥は，主として，彼がこの論証に於て，労働の生産力と剰余価値率との間の数学的関
　係を無視したということである。彼は剰余価値率を独立の一要素として考察している。
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c）スウィージーは，利潤率を次のような型において定義するのである。
Pノ＝mノ（1－q），　q＝＝C／C十V （2）
　スウィージーは，この（2＞の利潤率の定義式について，「利潤率は，資本家の
行動の観点からすれば，決定的な変数ではあるのだが，理論的分析の目的か
らは；二つのより基本的な変数，すなわち剰余価値率と資本の有機的構成に
たいする従属変数とみなされなければならない」（〔22〕84ページ）として，
マルクスにおいては，「資本の有機的構成が高度化しながら剰余価値率は不
変であるという前提の上に」（〔22〕122ページ），利潤率低下の傾向が演繹さ
れたのであるが，しかし，剰余価値率を「一つの相殺的要因としてとり扱う
のは，賢明であるとは思われない」（〔22〕123ページ）とするのである。利
潤率低下の論証に際しては，「二つの変数をほぼ同格の重要性をもったもの」
（〔22〕127ページ）として想定されねばならないので，「剰余価値率一定」
の想定は，「問題となっている事態において一ばん重要な要因に注意を集中き
然るに，このような孤立化的方法は一般に非常な背理にみちびきやすい。それは次の
ような極めて簡単な実例から洞見することができる。一つの正数aを考え，これが他
の二つの正数b，cとa＝b／cという関係によって結ばれているとし，弔いま第四
の数dが変化し，而もb，cの何れもdの変化につれて変化するとすれば，　aはどん
な方向に変化するであろうか。例えばb＝d5，　c＝＝d3であるとしよう。然らばこの問
題の正当な解法は明かに次の如くである。即ち，aをあらわす式からbと。とを消去
して，a＝d2を見出し，而して『aはdと同じ方向に変化する』と結論する。然しなが
ら，もしこの場合にマルクス流の孤立化的方法を用いるならば，例えばaをb／d3によ
ってあらわし，そうしてこの公式から，『aはdが大きくなるに従って小さくなり，そ
してdが小さくなるにつれて大きくなる。更に尚bの変化はこの関係をばもちろん撹
乱しうるであろうが，併しこのことは独立の一事情である』ということがつけ加えら
れるならば，それによってこの処置方法がマルクスの孤立化的方法と本質上等しいと
いうことが益々明かになる」（〔84〕230～1ページ）。かくて，ボルトキヴィッチは，
生産力の増進が「直接或いは間接に，実質賃金の生産に関係する生産部門のうちに生
ずる」とすれば，「生産力の増進は，利潤率を高くすることとなる」（〔84〕231ペー
ジ）と帰結するのである。
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せるための有効な手段」（〔22〕125ページ）であるとすることも誤りである
　　　　　　　　（6）とされるのである。
　然るに，利潤率の定義式において資本の有機的構成と剰余価値率とが共に
変化するものとして想定されるならば，「利潤率の変動する方向は不確定のも
の〕（〔22〕124ページ）にならざるをえないのである。かくて，スウィージ
ーは，利潤率低下の傾向が「資本主義の基本的な特徴のrfつ」であるとすれ
ば，その証明は資本の有機的構成の高度化のみに求めるのではなく，「資本蓄
積の過程」において「利潤率を押し下げる傾向をもつ諸力を探究せねばなら
ぬ」として，そのような「諸山」の一つとして，「賃金の上昇」を挙示して
いるのである。スウィージーは，「資本蓄積の過程」において賃金上昇が不可
避であるという「事実」から，本質的には資本蓄積の過程である資本主義的
生産のもとでは，「利潤率低下の不断の傾向が生ずるということになる」とし
て，この傾向に対応するために「機械およびその他の労働節約的方法」が採
用され，資本の有機的構成の高度化が惹起されるのであるが，それが「利潤
率の回復に成功するか，それとも低落への道を速めるだけの結果に終るかは，
本節での分析が正しいとするかぎり，一般的な理論的根拠によっては決定さ
れえない論点である」（〔22〕128～9ページ）と帰結しているのである。
（6）中村氏方氏は，マルクスにおける剰余価値率一定の仮定は，利潤率が「どの部分の
　増大のために変化するのか」（〔18〕33ページ）を示すためのものであり，「資本の剰
　余価値は上昇するが，生産力の発展に対し，ますます小なる割合で上昇する」（Gr，634）
　ということ，「相対的剰余価値が増大すればするほどそれだけ利潤の率は少なくなる」
　　（Gr．656）ということ，それを「「相対的剰余価値量の増大の逓減性の命題」（〔18〕
　35ページ）として規定され，この「逓減性の命題」を論理的に先行させるために，剰
　余価値率の運動は無視されることになったとされている。それ故，中村氏は，「法則」
　を「相対的剰余価値生産の特殊性を原理的基礎として定立されたもの」（〔18〕37ペー
　ジ）として把握されるのである。又，中西健一氏は，剰余価値率一定という仮定は，
　資本の蓄積衝動が，「有機的構成を他の諸要因に凌駕的に発展せしめる歴史的傾向を持
　つと云う認識」によるものであり，それこそ「資本主義的生産様式の本質把握におい
　て一層透徹している」（〔45〕55ページ）とされている。
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　ここでは，スウィージーの利潤率概念の把握に混乱があるものといえよう。
「資本蓄積の過程」において労賃上昇によって惹起される利潤率の低下とは，
循環的利潤率の低下のことであり，機械の導入により資本の有機的構成が高
度化した結果として惹起される利潤率の動態とは，一・般的利潤率＝体制的利
潤率の動態のことである。それ故，スウィージーは，資本蓄積過程において
循環的利潤率は低下するが，一般的利潤率の動態傾向は「不確定」であると
しているのである。
　スウィージーが一一・一般的利潤率の動向は「不確定」であると論定したことに
対して，これまで多くの反批判が試みられてきた。ここでは，マルクスの「法
則」設定に際しての剰余価値率一定の想定の意義を明確にするためにも，そ
のいくつかのものについてみておこう。
　遊部久蔵氏は，生産力発展の不均等性を根拠にして，労働生産性の増大速
度は生産手段生産部門で速く，消費資料生産部門で遅いのであるが，それに
よって労働力価値の低下が一般的に遅れることになり，それ故，剰余価値率
の上昇が相対的に資本構成の高度化率に遅れることになるとされ，M’とv’と
は利潤率の運動の決定因としては，「同格の重要性をもつものではない」とさ
れるのである。遊部氏は，「資本構成の高度化比率がmノの増進率をたえず上廻
るとすれば，その間の関係を導入した数式においては，m’を不変としておい
て，構成のみを高度化せしめるのが，最も簡単な表現であろう。これは純粋
　　　　　　　　　　　　　　　　（7）　　　　　　　　　　　　　　　　　それ故，「利潤率低落のために必要にに数学的操作の問題である」とされ，
（7）　「純粋な数学的操作」について，マルクスは，「利潤が量的に剰余価値に等しいとさ
　れるかぎりでは，利潤の大きさも利潤率の大きさも，それぞれの場合に与えられてい
　るかまたは規定されうる単純な数量のあいだの関係によって，規定されている。だか
　ら，研究はさしあたりは純粋に数学的な領域で行なわれる」（Kap．　m・69）として
　いる。然るに，利潤率の定義式において，特に「法則」の論証が問題とされる場合に
　は，v’とm’とは単純な数量のあいだの関係」を表現しているものとはされえないので
　ある。それ故，vノとm’との関係の考察も「純粋に数学的な領域」におけるものとはさ
　れえないのである。
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して且つ充分な条件」は，「資本構成が高度化し，しかもその率が剰余価値率
の増進率を上廻る」（〔46〕7ページ）ということを，「資本制蓄積過程の本
質的一一一一契機」として確認することであるとされるのである。かかる機構とし
て，遊部氏は，「資本主義の不均等発展の法則」を想定されている。遊部氏
は，　「『技術的進歩』は第！部門においてすぐれて採用されるがゆえに，第
2部門，消費資料生産部門における商品一単位当り価値の減少は，社会的労
働生産力の平均的発展テンポよりもおくれて行なわれ，したがって又労働力
の価値の低下も相対的におくれてすすみ，かくして相対的剰余価値率の増進
も逓増化のかたちをとらざるをえない」（〔46〕10ページ）とされ，その点に
おいて，資本構成の高度化率が剰余価値率の上昇よりも大であることの根拠
が存するのであり，「法則」の論証も可能であるとされるのである。
　遊部氏は，「労働生産性の上昇一消費財生産部門の発展の遅れ一労働力の
価値低下の遅れ一相対的剰余価値率の逓増化」なる論理系列において，v’の
低下速度がmノの上昇率を上廻ることになるとして，「法則」が論証されうると
されているのである。しかし，剰余価値の量と率とに影響を及ぼす要因は，
労賃の他に労働日の長さ，労働の強度もあるのであり，．しかもそれらは労働
生産性の変化に直ちに反応するものであり，労賃とは異なり，労働日の延長
と労働の強度の引上げとは剰余価値の：量と率とを増加せしめるものとして機
能するのである。それ故，労賃の低下率，「労働者の低廉化」（Kap．1・635）
が労働生産性の上昇率に遅れることを唯一の契機として，利潤率の一般的低
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）下を帰結することはできないものといえよう。
（8）種瀬茂氏は，v’の低下率よりもmtの上昇率が低いということの根拠として「不均等
　発展の濁111」を適用することについて，「『不均等発展の法則』の目指しているものは，
　2部門内および両部門間における資本の価値および質料補填の問題であり，生産力の
　発展に相応して右の両補填がいかに進行するかを明らかにしょうとする」ということ
　にあるのであり，それ故，遊部氏の方法は，「『再生産表式』の本来の目標からそれる
　し，誤解をまぬがれない」（〔19〕90～1ページ）とされている。しかし，遊部氏の
　所説においては「不均等発展の法則」の適用自体が誤りなのではなく，それが意図し
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　富塚良三氏は，スウィージーのように「法則」を「不確定」として論定す
ることは，「資本構成および剰余価値率のそれぞれをたんにいわゆる『変数』
としてとらえるという，単純に数学的な思考のもとになされている」（〔3〕
488ページ）とされ，「法則」の定立にさいしてマルクスは，剰余価値率の⊥
昇という「相殺要因」を無視していたのではなく，労働力価値の低下＝＝必要’労
働の減少による剰余労働の増大というこの相殺要因の作用にもかかわらず，
資本構成の高度化にともなう充用労働量の資本にたいする相対的減少によっ
て，一般には利潤率が低落すべきことを論証しようとした」のであり，マル
クスへの「批判者の曲解にもかかわらず問題の核心はすでにマルクスにおい
て把握されていた」（〔2〕412ページ）とされている。富塚氏は，①「労働
生産力の発展にともなう『相対的剰余価値』の増大が揺りにどれほど急速な
剰余価値率の上昇として表現されようとも，剰余価値量は剰余労働量によっ
て決定され，後者はその増大限界を充用される生ける労働の量によって画さ
れている」ということ，②「労働力の価値の低一ドは，一般には決してそれ1ま
ど急速ではありえない」（〔2〕409～10ページ）ということ，この2点の総
括として「法則」の論証が可能であるとされるのである。富塚氏は，剰余価
値の本質規定からmノの上昇には一定の「質的限界」が存在し，しかもそれは
労働生産性の増大につれて狭まる・ものであること，利潤率の極大値（一V十
M／C）が労働の生産性増大とともに低下するということ’，この二点から，
たものが労働力の価値低下が相対的に遅れるということを唯一の契機として剰余価値
率上昇に限界があるとされたことに問題があったのである。そこでは，むしろ種瀬氏
の「不均等発展の法則」の把握そのものに問題が残るものといえよう。種瀬氏自身は，
①「労働生産力の発展は資本の有機的構成の高度化として発展」し，それiよ「単位生
産物価値の低下をもたら」し，その「単位価値の低下率は，生産性の上昇よりも小さ
い」ということ，②「単位生産物価値の低下が，労働力の価値の低下・相対的剰余価
値の増大をもたらす」ということ，この2点を「総括」することによって，「労働生産
性の上昇にともなう，資本の有機的構成の高度化率は，剰余価値率の増進の率よりも
大きい」（〔19〕92ページ）ということが結論されるとされているのである。
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利潤率は「遅かれ一早かれ」，「窮極的には」低落せざるをえないとされるので
ある。
　富塚氏においては，mノの上昇に「質的限界」のあることが一般的に指摘さ
れたに留まったことから，利潤率の低下も「窮極的に」のみ惹起されるもの
とされているのである。しかし，「法則」がそのものとして論証されねばなら
ないのは，そのような「窮極的に」利潤率が低下するという問題ではなく，
産業循環の一周期全体を通して確立される生産力水準の体系が，新たなもの，
より上昇した水準に転換するにつれて一般的利潤率は必然的に低下するとい
うことであったのである。「窮極的に」は利潤率は低下すると主張してみた
としても，それは「法則」をそのものとして論証したことにはならないので
ある。それ故，「法則」は，「論証されるべき法則というより，すぐれて具体
的歴史的な要請のもとで規定された概念1（〔12〕133ページ）とされることに
も疑問が残るのである。それはまず論証されるべき法則として理解されねば
ならないのである。
　長坂聡氏は，資本の有機的構成と剰余価値率との連関性を強調されて，ス
ウィージーが，両者を「二つの変数」として「孤立的」に問題にしたことを
批判されている。長坂氏は，スウィージーにおいては，利潤率の定式を構成
する「二つの変数jは，各々，「純粋に数値の運鋤としてひとり歩きを始め」
ているのであり，両者の問には「剰余価値率の上昇は，相対的にますます減
少しつつある部分の中での変化にすぎない」という連関が存在するにもかか
わらずヂ断ち切られてしまっているとされる（〔80〕219ページ）。次いで長
坂氏は，マルクスにおける剰余価値率一一定の想定は，「剰余価値率のいかなる
上昇にもかかわらず，剰余価値量の増大には絶対的な制限がある」というこ
とを反映するものであるとされ，そこで「剰余価値率の変動を加昧すること
は，無用の複雑化」（〔80〕222～3ページ）を招くにすぎないとされるので
ある。
　かくて，長坂氏は，「法則」の定立に際しては，V十MがCに対して相対的
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に減少すること，従って，「cのV十Mに対する増大がそれ自身無制限に進行
するものであることが『自明の理として前提』されさ冒すればよい」とされ，
利潤率は，単に，「二つの変数」の積としてではなく，「剰余価値率の無限の
増大によっても制限的にしか増大しないMを，資本の有機的組成の高度化に
よって無限に増大するC十Vで割ったもの」として把握されねばならないと
されて，「法則」はそのものとしては「極めて単純明快」なものであり，「資
本主義的生産の発展と共に必然的に進行する『資本の有機的組成の高度化』
の利潤率にお』ける反映にほかならない」（〔80〕223～4ページ）と結論される
のである。
　長坂氏は，マルクスにおける剰余価値率一定の想定は，「無用の複雑化」を
防ぐためのものであるとされている。しかし，それはそのような消極的な意
味において想定されたものではなく，より積極的な意味をもっているのであ
る。それは，「利潤率は剰余価値率には少しも影響しない諸事情によって定ま
る」（Kap，1・549）ということ，従って，「利潤率にとっては資本の有機的
構成が決定的」（Meh．皿・362）であるということを，「純粋な姿で研究する
ために」（Kap．皿・！26）必要とされる仮定であったのである。
　ところで，スウィージーが「法則」を「不確定」として「論定」したその
こと自体は，スウィージーにおいては「法則」が「労働の社会的生産力の発
展の進行を表わす資本主義生産様式に特有な表現」（Kap．皿・240）として
把握されていないことを示しているものといえよう。「法則」としての利潤
率低下とは，個々の資本家の行動原理を提供するものではなく，資本主義的
生産様式の「歴史的使命」としての労働の生産力の容赦のない幾何級数的な
発展それ自体が，資本主義の発展に「不安」を感じさせることとして結果す
るということなのである。従って，「法則」は，「資本主義生産様式は，ただ，
自分が老衰してますます時代遅れになってゆくこと」（Kap．皿・292）を証
明するものに他ならないものとして理解されねばならないのである。かくて，
スウィージーにおいては，資本制生産のもとにおける生産力発展が「労働者
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階級の剰余労働時問をふやすかぎり」（Kap．　UI・293）においてのみおこな
われるということの意義が全く理解されていないものといえよう。
d）スウィージーの「法則」に対する批判に応えるためには，上記の諸論者
によって挙示されたように，単に，剰余価値率一定の想定がもつ経済学的意
義を再確認するだけではなく，従って，剰余価値率と資本の有機的構成の二
契機が利潤率の動態的規定に対して「同格の重要性」をもちえないというこ
とを示すだけではなく，より積極的に，労働生産性の増大によって，資本の
有機的構成が高度化し，剰余価値率も上昇するとはいえ，前者の方が後者よ
りも高いということ，従って，v’の低下率の方がmノの上昇率よりも大きいこ
とが示されねばならないものといえよう。即ち，「上昇してゆく剰余価値率で
さえも低下してゆく利潤率に表わされる傾向がある」（Kap．皿・269）とい
うことであり，剰余価値率と資本の有機的構成の二契機が共に上昇する場合
に，一般的利潤率の低下は論証されうるか否かという問題である。ここでは，
マルクス自身の展開にそくして検討してみよう。
　労働生産性の変化は，生産物価値を構成するC，V，　Mという諸要因に変
化を惹起するのであるが，マルクスは，労働生産性の増大によって資本の有
機的構成のみならず，剰余価値率も上昇する場合の具体的数値例を次のよう
に与・えている。
　1）20C十80V十40M＝＝140，　mノ＝50％，　pノ＝40％
　H）80C十20V十20M＝120，　m’＝100％，　pノ＝20％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Kap．田・243）
　この例解においては，「利潤率の傾向的低下は，労働の搾取度の傾向的上昇
と結びついている」（Kap．皿・268）ということが示されている。そこでは，
労働生産性の増大を反映するものとして，雇用労働者数が80Vから20Vに減少
しているにもかかわらず，不変資本価f直は20Cから80Cに増大し，それ故，
剰余価値率が50％から100％に上昇したとしても，利潤率は低下せざるをえな
いことが示されているのである。労働の社会的生産力の発展は，一方では「労
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働の搾取度を高くすることを可能にする」のに対して，他方では「同じ総資
本で以前と同量の労働を搾取することを不可能にする」（Kap．皿・261）の
であり，生産力展開の持つこのような「相反的作用」が結果としては利潤率
の低下をもたらすのであるが，例解はそのことを具体的な数値において示し
ているのである。社会的労働の生産力の発展は，「充用される労働力」に対し
て，①剰余労働の増大に，すなわち労働力の再生産に必要な労働時間の短縮
として，②与えられた資本を動かすために一般に充用される労働の量（労働
者数）の減少（Kap．皿・275）として，二重に作用するのであるが，そのこと
が利潤率の低下として現れるのである。かくて，労働の社会的生産力の発展
における「対立的運動」（Kap．㎜・262）に，従って，「与えられた労働量の
うちからできるだけ多くを剰余価値に転化」し，「充用される労働を前貸資本
に比べてできるだけ少なくする」（Kap．皿・261）という「相対的剰余価値
を生産するためのいろいろな方法」に，「利潤率の傾向的低下の本来の秘密」
（同前）が存しているものといえよう。
　マルクスは，相対的剰余価値の生産とは，労働生産性の増大によって「必
要労働時間の短縮とそれに対応する労働日の両構成部分の量的比率の変化」
（Kap．1・330）を惹起することによって，より大なる剰余価値を生産する
ことをいうとしている。換言すれば，労働力価値の低下による剰余価値率上
昇の結果としてより大なる剰余価値量が創造されるということである。しか
し，剰余価値率の上昇の問題としてではなく，生産される剰余価値量の増大
の問題としてみるならば，労働日の延長，労働の強度の増大などの契機も含
めて「法則」そのものが論証されねばならないものといえよう。マルクスは，
「機械の速度の増大」などによる労働の強化，「近代産業の発明品」としての
労働日の延長による剰余価f直量の増大については，「法則」に「反対に作用す
る諸原因」であるとしたのであるが，それはこの剰余価値率増大の問題とし
て，「法則」そのものにおいて論じられねばならないものといえよう。、
　ここでの問題は，労働生産性の増大によって剰余価値論がたとえどのよう
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に上昇したとしても，生産される剰余価値量の増大には一定の限界があるこ
とを明らかにするということである。マルクスは，次のように労働者の肉体
的限界を越えて剰余価値量を増大させえないところにその限界があるとして
いる。
　「労働時間の延長にも労働の強度の増大による，いわば労働の隙間の圧縮
による，労働の増大にも，その限界があり，非常に確定的な，肉体的な限界
があるのであって，この限界に達すれば，複利一複合した利潤一はなくなる
のである」（Meh．　IH・302）。
　「ある一定の労働時間を越えて労働することが，またはある一定の程度を
越えて労働の生産性を増大させることが，肉体的に不可能」であることによ
って，「ある一点で利潤がなくなる」（Meh．皿・304）。
　ここで指摘されている剰余価値量の増大限界について，詳細にみておこう。
ここで，生産される剰余価値量は，次の式において規定されるものとする。
　　　　　　　　　ノ　　M＝k×n×」iL　　　　（Kap．1・318）
　　　　　　　　a
　k：平均労働カー個の価値，n：充用労働者数，　aノ：剰余労働，　a：必要
労働。
　マルクスは，この生産される剰余価値量の公式について，「一一定量の剰余価
値の生産では，一方の要因の減少は他方の要因の増加によって償われること
ができる」として，「可変資本（K・n）の増額は，それに比例する労働力の
搾取度の引き上げによって，または従業労働者数の減少は，それに比例する
労働日の延長によって，相殺されうるものである」（Kap．1・319）として
いる。それ故，生産力の増大によってでも，剰余価値率が上昇し，剰余価値
生産の減少要因が償われるかぎりにおいて，又，固定資本の諸要素のかなり
の減価が惹起されるような場合には，利潤率が上昇することもありえるので
ある。マルクスは，更に，「生産力の増大が商品のすべての成分に一様に同時
に作用」した場合には，従って，「労働の生産性が増大するのと同じ割合で商
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品の総価格が下がり，他方，商品の種々の価格成分の相互比率は前と同じだ
というような場合」には，「利潤率は前と同じである」（Kap．　IH・258）とし
ているので’ある。
　しかし，労働の生産性の上昇にもかかわらず，利潤率が一定であったり，
⊥配したりすることには一定の限界があるのである。それは，「剰余価値率の
引き上げまたは労働日の延長による労働者数または可変資本の大きさの補償
には，とび越えられない限界がある」（Kap．1・319）ということである。
労働力の価値がどれだけであろうと，「一人の労働者の毎日生産しうる総価値
は，つねに，24労働時間の対象化である価値よりも小」さいということ，即
ち，「本来つねに24時間よりも短い平均労働日の絶対的限界は，可変資本の減
少を剰余価値率の引き土げによって補うことの，または搾取される労働者数
の減少を労働力の搾取度の引き上げによって補うことの絶対的限界をなして
いる」（Kap．1・319～20）ということである。
　労働生産性の増大は，一方では「充用労働の支払部分を減らすかぎりでは，
それは剰余価値率を高くするので剰余価値を増大させる」が，他方では「資
本によって充用される労働の総量を減少させる」のである。然るに，労働総
量の減少，労働者数の減少とは，剰余価値を算出する個数そのものが減少す
るということであり，その労働者数の減少は労働の搾取度の増大によって償
うことができるとはいえ，それには「ある越えられない限界」（Kap．㎜・275
～6）が存在するのである。剰余価値率は「可変資本部分が価値増殖される比
率」によって，剰余価値量は「可変資本が総資本のうちに占める割合」（Kap．
皿・・262）によって規定されるものとすれば，労働生産性の増大は，両者に相
反的作用を及ぼすのである。マルクスは，そこでは例として，「1Eiに12時間
労働する2人の労働者は，それぞれ2時間しか労働しない24人が供給するの
と同じ量の剰余価値を供給することはできない。仮りにこの2人が空気だけ
で生きてゆくことができて自分自身のためには少しも労働する必要がないと
しても，そうである」（Kap．皿・276）ということを挙示している1
一199　一
600
　そこでは，マルクスは，労働力の価値がゼロであるとしても，労働日には
一定のll艮界を越えては延長されえないという特性があるために，剰余価値率
の上昇にもかかわらず剰余価値量の増大には一定の限界が画されることにな
るとしているのである。然るに，この労働口の延長限界は，更に．，労働日の
延長とともに生じる「労働力の消耗の増大」によって狭められることになる
のである。「労働力の消耗」は，ある点までは代償の増加によって償われるこ
とができるとはいえ，「この点を越えれば，この消耗は幾何級数的に増大し，
それと同時に労働力のいっさいの正常な再生産条件と活動条件は破壊され」
　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）（Kap．1・551）てしまうのである。
　ところで，剰余価値率の．」．二昇率が資本の有機的構成の高度化率よりも小で
　　　｛10）
あれば，利潤率は一般的に低下せざるをえないのであるが，その際いかなる
条件．が必要とされるかについてみておこう。社会的労働の生産性の増大によ
って利潤率が低ドするのは，次の条件が成立する場合である。ここで，資本
構成をr－C／VとおくQ
p’，，，　＝：一，a’t’．r，　，　＝＝　r11．lil－Llll
利潤率．が低下するということは次のようにして書き表わすことができる。
初」鷺
一品十
1
恥
?1
????　　
@串齢
?
寓mh十1
て《
?
（3）
（4）
（9）ここでは，労働の強度については特に問題にしないことにする。労働の強度は一定
　の程度においてのみ強めることができるのであり，それ以上の強化は，必然的に労働
　日の短縮を伴わざるをえないのであり，労働日の延長と同様の限界をもつのである。
（10）中西re’　一一氏は，この剰余価値率の上昇率が資本の有機的構成の高度化率，或は，総
　資本に対する可変資本の減少率；v’の低下率よりも少であることに，　「法則」につい
　ての「マルクスの定式化の核心」　（〔45〕53ページ）があるとされている。
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　ところで，労働の社会的生産力の累進的増大とは，「充用される生きている
労働の量がそれによって動かされる対象化された労働の量すなわち生産的に
消費される生産手段の量に比べてますます減ってゆくJ（Kap．皿・240）と
いうことであり，従つで，「生産手段につけ加えられる生きている労働の総量
がこの生産手段g）価値に比べて減ってゆく」（Kab．皿・243）ということで
ある。即ち，所与の時点における労働の社会的生産力の水準は，V＋M／C
として表現されるのであり，生産性の上昇とはその比率が低下するというこ
と，従って，「価値生産物量＝V＋M」が不変資本部分に比して相対的に減少
してゆくということである。この点を上記の関係式において表現すれば次の
ようになる。
　　　　　　mp／v＋Mt＞M・it／i・＋M‘t’i・
　　　　　　　　　　　　　　C，t＋1，　C｛v
かくて，艶一〈」寄一　（・）
　又，労働の生産性の増大は，〉＋M／V＋Cの比率の漸次的低下として，
r、t、〈r，t＋llとして表わすことが出来，しかも，ここではmノ、t，〈m’、t．、というこ
とが前提条件とされているのである。
惣一くユ畿L　　　（・）
　　1藷一ぐ「汽・　　　（・）
　　讐恥く薯やL一　　　　（8）
　ここで，利潤率低下の条件式（4）において等号の成立するのは，利潤率が上
昇から低下に転換する点であるということもできる，本間要一郎氏は，それ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L
を「利潤率低下傾向のあらわれる転換点」（〔81〕175ページ）であるとされ
たのである。しかし，（5）～（8）の労働生産性の上昇に関わる条件式のみからは，
利潤率低下の条件式である（4）の関係を帰結することはできない。その点を検
討するにあたって，ここでリカードによって見落されていた「一つの事情」
（Kap．1・546）についてみておこう。
　リカードは，労働力の価値と剰余価値の関連を法則として定式化するに際
して，「剰余価値また1ま剰余労働の大きさの変動は，労働力の価値または必要
労働の大きさの逆の変動を条件とするとはいえ，けっして，両方が同じ割合
で変動することになるのではない」（Kap．1・546）ということを「見落し
た」のである。労働力の価値と剰余価値は，労働の生産力のL昇によって「同
じ大きさだけ増加または減少する」のであるが，しかし，「価値生産物または
労働Elの各部分が増加または減少する割合は，労働の生産力よりも前に生じ
た最初の分割によって定まる」（同前）ということである。換言すれば，労働
力の価値が低下したと同じ大きさのものが剰余価値の部分につけ加えられる
のであるが，その際，そこでの「比率的な大きさの変動」については，両者
の間に相違が生じるということである。特に，剰余価値率についてはその増
加率の逓減性が指摘されているのである。即ち，マルクスは，「労働の生産力
におけるある与えられた変動の結果として生ずる剰余価値の比率的な増加ま
たは減少は，剰余価値に表わされる労働日部分が最初に小さければ小さいほ
ど大きく，最初に大きければ大きいほど小さい，ということになる」（Kap．
1・546）としているのである。剰余価値率が最初に小さければ，その増大
率は大きいが，最初から充分大きければ，それは小さい変化率しか示さない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　 〈li） ・ということで’ある。
　ここで，この点を利潤率の変動の問題について考えてみれば，次のように
（11）三谷友吉氏は，労働生産性の増大の標識を「生きた労働の減少」として把握された
　うえで，「剰余価値率が大きければ大きいほど，剰余価値の増加率はますます小さい」
　（〔51〕12ページ）ということを帰結されている。
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なる。最初は，低い剰余価値率から出発するものとすれば，一定期間，剰余
価値率の上昇率が資本構成比の増大率を凌駕するということはありうる。剰
余価値率が低いため，労働力価値の低下が適当でありさえずれば，かなり高
い剰余価値率の上昇率が惹起されうるのである。その時は，利潤率は上昇す
る。しかし，剰余価値率の値がある点以上になれば，かなりの労働力価値の
低下が生じたとしても，剰余価値論の上昇率は，資本構成比率の上昇率を凌
駕しえないのであり，それ故，利潤率は低下に転ずるのである。即ち，出発
点の剰余価値率の値以何によって，利潤率は，労働生産性の増大によって，
直ちに低下するのではなく，一定期間上昇運動を行った後に低下に転ずると
いうことである。それ故，（4＞式に示された「転換点」以後の剰余価値率が出
発点にhiいて想定されるならば，労働生産性の増大によって，利潤率は一般
に低下するものということが出来るのである。かくて，労働生産性の増大が
利潤率の低下を惹起することは，無条件におこなわれるのではなく，剰余価
値率が一定程度以上の高さにあり，その増大率が逓減的傾向にあるというこ
とであり，そのような場合には（4＞式で示されたように労働生産性の増大率の
方が高くなるのである。
　利潤率の運動経路について，以．ヒのような軌跡を明らかにしたのは，H．
D．Dick．insonであ6た（〔47〕pp．12～9）。ディキンソンは，特殊な生産関数
を想定して，資本価値の一定の範囲内においては，利潤率は上昇運動をおこ
なうのであり，それが現実資本の増大につれて低下に転ずるのであり，それ
以後は，利潤率は持続的に低下するとしたのである。
　R．L．　Meekは，具体的数値例の検討から，次のような「概括的結論」
を導きだしている。①もし有機的構成のかなり低い水準から出発するならば，
マルクスの諸前提によれば，利潤率の「傾向」は，はじめ上昇しそれからし
ばらく後に低下する，②a）出発点での剰余価値率が低ければ低いほど，b）
有機的構成の高度化と結びついた全体の生産性の上昇が大きければ大きいほ
ど，また，c）資本財産業の生産性の上昇に比べて賃銀財産業のそれが細き
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ければ大きいほど，利潤率の当初にお・ける上昇はそれだけ大きく，下方への
転換点はそれだけ遅くなる（〔48〕212～3ページ）。
　城座和夫氏は，ミークに依拠して，次の三点を帰結されている。①V＋M／
C＋Vが低下するかぎり，いかなる場合でも，究極的には，利潤率は初期の
水準以下に低下してゆく。②利潤率が初期水準以下に低下する時期は，各々
の場合で極めて相異なる。V＋M／C＋Vの低下率の大なるほどその時期は
早くなり，その低下率の小なるほどその時期はおそくなる。まだ労働力の価
値の低下率の大なるほどその時期はおそくなる。③多くの場合では，利潤率
は当初は上昇してゆき，ある時期は最高水準に達し，以後単調に減少してゆ
く。
　立位氏は，利潤率が最終的には低落せざるをえないのであるが，「それは労
働力の価値の低下率が均等なのに，M／V＋Mの上昇率が労働力。7］）価値の水
準の低くなるにつれて逓減することによるのである」　（〔82〕105ページ）と
されている。この点こそ，先に指摘したように，剰余価値と労働力の価値と
は，共に同じ量だけ前者では増加し，後者では減少するとはいえ，その比率
的大きさに与える変化が全く相違するということに他ならないのである。城
座氏は，①において示される関係は，「利潤率低下の方向に作用する基本的な，
主要な要因である」（〔82〕113ページ）とされているのであるが，これは（6）
式で示されている関係である。この（6）式だけでは「法則」そのものを論証す
ることができないのであり，そのために城座氏は，ここでの剰余価値率の上
昇率は逓減傾向にあることを付加されざるをえなかったのである。いずれに
しても，「法則」の対象とする資本制生産とは，機械面立工業の支配の下で絶
対的剰余価値の生産を基礎規定として，相対的剰余価値の生産を蛭子として，
自立的・’自律的に運動するものとして想定されているものとすれば，そこで
の剰余価値率は，ある一定水準以上のものがその出発点にお・いて設定されね
ばならないのであり，それ故，剰余価値率の上昇率も当初から逓減傾向にあ
るものとされねばならないものといえよう。そのような想定のもとでは，「法
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則」そのものは「まったく簡単」に論証されうるのであり，マルクスが「法
則」そのものにおいて意図したものもかかる意味におけるものであるといえ
よう。
　本間要一郎氏は，（5）式は利潤率の極大値が低下するということであるが，
それは「利潤率の上昇しうる限度の累進的低下」を示すだけで，「利潤率その
ものの低下’iを示すものではないとされ，「法則」の論証に際しては，「労働
生産性の上昇に伴う剰余価値率の増大率もまた一定の制約」（〔81〕172ペー
ジ）があることを明らかにしさえすればよいとされる。本間氏は，「有機的構
成の高度化につれて，生産物の価値構成も高度化していくかぎりで，労働力
の価値の低落率が小さくなり；したがってMの増大率も減少する，つまり㎡
の増大率が漸減せぎるをえない」（同前）とされ，そこに利潤率が低下せざる
をえない根拠を求められるのである。そこでは，「労働の生産性の上昇率より
も商品価値の低下率の方がつねに小さい」ものと前提されており，しかも，
労働生産性の上昇率は，「商品価値に入りこむ不変資本の増大率と等しい」も
のとされているのである。換言すれば，商品価値の不変資本部分の増大率は，
商品価値の低下率よりも大きいということが前提されているのである。しか
し，そこでは前提それ自体に解答が内包されているものといえよう。その点
は措くとしても，制約があるのは剰余価値率の上昇率ばかりではなく，生産
される剰余価値量の増大にも限界が存するのである。労働日の延長が「肉体
的・社会的条件」によって大きく制約されているのであるが，それがために
剰余価値率の増大が労働生産性の増大によってもたらされるとしても，生産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12），（13＞される剰余価値量の増大には一定の限界が生じることになるのである。
（12）本間氏は，「法則」の論証においては利潤率の上昇から低下への「転換点」が取り払
　われているとされたのであるが，これに対して松島孝雄氏は，「法則」そのものの論証
　の「核心点」を「歴史的事実に帰せられることが適当でないことは明らかである」
　　（〔52〕70ページ）とされている。しかし，　「法則」は，資本制生産のすべてにおい
　て成立するというものではなく，一定の生産力の発展段階における資本制生産の問題
　なのである。
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e）一定の程度の発展段階に達した資本主義的生産様式においては，労働生
産性の増大は，剰余価値率が一定である場合は当然にも，それが増大する場
合においても一般的利潤率の低下を惹起するということが，これまでの結論
である。然るに，マルクスは，一般的利潤率の低下を生みだしたその労働生
産性の増大それ自体は，追加資本の形成を促進し，それ故，資本の加速的蓄
積を必然にするのであり，従って，「資本が取得する剰余労働（剰余価値，利
潤）の絶対量または総量の増大を必然にする」（Kap．㎜・252）として　「法
則」を「生産力の発展によってひき起こされる利潤率の低下には利潤量の増
加がともなうという法則」（Kap．皿・253）として規定するのである。ここ
では，この労働生産性の増大という同じ原因によって一方では利潤率の低下
ヴ，他方では利潤量の絶対的増加がもたらされるどい．う「二者闘争的性格の
法則」　（Kap．　III・‘247）のもつ意義についてみておこう14）
　マルクスは，労働生産性の増大が追加資本の形成を促進し，資本の加速的
蓄積を必然にすることについて，『資本論』第1部第7篇において，次のよう
に指摘している。
　「しかし，この基礎の上で成長するところの，労働の社会的生産力を増大
させるための方法は，すべて，同時にま．禿剰余価値または剰余生産物の生産
（13）E．マンデルは，労働の移動，必要労働時間の短縮限界ということから，剰余価値
　率の上昇に限界があるとしている。「労働生産性の増大に伴って労働者の必要品が拡大
　し，それに対応して労働力の価値の増大がしばしば生じ，そのことが労働の移動の進
　展を刺激して，剰余価値論の増大を制限するからである。さらに，資本の有機的構成
　の高度化には限界がないのに比べて，剰余価値率の増大は，絶対的限界（必要労働を
　ゼロにまで減らすことの不可能性）につきあたる」ということの故に，「剰余価値率
　と資本の有機的構成の同時的増大は，長期的にみた場合は，不可能」（〔83〕①219ペ
　ージ）となるのであり，利潤率は，結局は低下せざるをえないということである。
（14）　「法則」における「利潤率の低下と利潤量の絶対的増大」ということは，商品一個
　当りの価格が，それに以前よりも少ない労働が含まれることによって低下することと
　して，商品一個当りの利潤量の減少（新たにつけ加えられる生きている労働の総量の
　絶対的減少のために不払労働の量も減少する），商品数量の増加ということにおいても
　顕在する」　（Kap，　m・254～9，267～8）。
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を増加させる方法であり，この剰余生産物はそれ自身また蓄積の形成要素で
ある。だから，この方法は，同時に，資本による資本の生産の方法，または
資本の加速的菩積の方法である。剰余価値から資本への継続的な再転化は，
生産過程にはいる資本の大きさの増大として現れる。この増大はまた，生産
規模の拡大の基礎となり，それにともなう労働の生産力の増大方法の基礎と
なり，剰余価値の加速的生産の基礎となる」　（Kap．1・657～8）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　マルクスがここで問題にしている「労働の社会的生産力の発展」とは，剰
余価値の生産量を増加させるものとしてのそれであるのであり，生産性の増
大一般が問題ではないということが，まず，注意されねばならないといえよ
う。そのような「労働の社会的生産力の増大」であるが故に，「資本の加速的
蓄積」を必然にするとされたのである。それ故，　「労働の社会的生産力の増
大」が問題にされる時，そこでは，生産される剰余価値量の増大，従って，
利潤量の増大は，当然のこととして前提されていたのであり，その増大した
剰余価値量が，より一層急速に増大した投下総資本にたいして計算されたも
のが一般的利潤率の低下ということなのである。そこでは，「労働の社会的生
産力の発展」が，それ自体として考察されているのではなく，資本の蓄積運
動の基軸的契機をなすものとして考察されているのである。
　マルクスが「法則」の定式化に際して表象とした「労働の社会的生産力の
発展」は，利潤量の増大をも含意するものであることは，マルクスが第13章
や第14章において，資本主義的生産の基礎の上でおこなわれる生産力の発展
は，「二面的作用」（Kap．　III・251）「相反的作用」（Kap．㎜・261）をもち，
「対立的運動」（Kap．皿・262）をおこなうものとしてし｝ることからも主張
できる’ことである。マルクスは，夫々，次のようにしているのである。
　「こうして，資本主義的生産様式が進むにつれて，労働の社会的生産力の
同じ発展が，一・面では利潤率の進行的低下への傾向に表わされ，他面では取
得される剰余価値または利潤の絶対量の不断の増大に表わされるのであ’り，
したがって，全体として見れば，可変資本および利潤の相対的減少に，両者
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の絶対的増加が対応するのである。このような二面的作用は，すでに述べた
ように，ただ，総資本の増大が利潤率の低下よりも急速に進むことに表わさ
れうるだけである」（Kap．　III・251）。
　ここでは，生産力の発展が「利潤率の低下と利潤量の増大」という「二面
的作用」をもたらすのは，それが「総資本の増大」を伴うということにおい
てであるとされているのである。即ち，総資本の増大を伴っておこなわれる
労働の社会的生産力の発展こそが問題であるということである。
　「相対的剰余価値を生産するためのいろ．L｝うな方法は，だいたいにおいて，
…方では与えられた労働量のうちからできるだけ多くを剰余価値に転化し，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘他方ではおよそ充用される労働を前貸資本に比べてできるだけ少なくするこ
とに帰着する。したがって，労働の搾取度を高くすることを可能にするその
同じ原因が，同じ総資本で以前と同量の労働を搾取することを不可能にする
のである。これは相反的作用を含む傾向であって，一方では剰余価値率を高
くする方向に作用しながら，同時に，与えられた資本によって生産される剰
余価値量，したがってまた利潤率を低くする方向に作用する傾向なのである」
（Kap．皿・261）。
　ここでは，生産力の発展そのものは，剰余価値率を高め，生産される剰余
価値量を増大させるものとしておこなわれるのであり，それが同時に「同じ
総資本で以前と同量の労働を搾取することを不可能にする」とされているの
である。即ち，生産力の発展にお・いて利潤量の増大こそが主であり，その随
伴現象として利潤率の低下がもたらされるということである。
　ここで，マルクスが「法則」の定式化に際して，注意を換起していたこと
に想到するのである。
　「利潤率の進行的低下の法則，すなわち，生きている労働によって動かさ
れる対象化された労働の量に比べて取得される剰余労働が相対的に減少して
ゆくという法則は，社会的資本によって動かされ搾取される労働の絶対量，
したがってまた社会的資本によって取得され剰余労働の絶対量が増大すると
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いうことをけっして排除しないし，また，個々の資本家の指揮のもとにある
諸資本の指揮する労働の量，したがってまた剰余労働の量が増大し，しかも
後者は資本の指揮する労働者の数が増大しなくても増大するということをけ
っして排除しないのである」（Kap．皿・243～4）。
　「資本によって充用される労働者の数，つまり資本によって動かされる労
働の絶対量：，したがって資本によって吸い上げられる剰余労働の絶対量，し
たがって資本によって生産される剰余価値の量，したがって資本によって生
産される利潤の絶対量は，利潤率の進行的低下にもかかわらず，増大するこ
とができるし，また次々に増大してゆくことができるのである。ただ単にそ
うなりうるだけではない。資本主義的生産の基礎の上では一一時的な変動を
別とすれば一そうならざるをえないのである」（Kap．皿・245）。
　ここで，マルクスが「利潤量の絶対的増大」ということは，「資本主義的生
産の基礎のうえではそうならざるをえない」と強調していることが重要なの
である。即ち，マルクスが「法則」を定式化するにあたって表象としていた
「労働の社会的生産力の発展」ということは，当然にも，「利潤量の絶対的増
大」を伴うものとしてのそれであったということであり，それ以外の生産力
の発展ではなかったということである。それ故，　「労働の社会的生産力の発
展」が，「利潤率の低下と利潤量の絶対的増大」を伴うということは，「法則」
そのものに他ならないのである。それを「利潤率の低下」という「直接的な
簡単な関係」から，「具体的かつ複雑な関係」（〔61〕2ページ）への展開と
して把握したり，「利潤量の増大は，資本主義的蓄積の『正常な』　『健全な』
進行にとっての不可欠の条件」（〔61〕3ページ）とすることは正しくないで
あろう。
　井村喜代子氏は，「法則」は，「生産力の発展過程にお・ける資本の有機的構
成の高度化にともない，平均利潤率が傾向的に低落することとして規定すべ
きもの」であり，「競争のもとで生産力の発展と資本蓄積とは相互に前提しあ
い・相互に促進しあってすすむのであるから，この法則は，蓄積量の増大・
一　209　一
610
利潤量の増大を促す諸傾向とともに作用していく」（〔8〕38ページ）とされ
ている。井村氏は，「法則llは，「平均利潤率の低落」ということであり，そ
の「法則」の作用として「蓄積量の増大・利潤量の増大」が惹起されるとさ
れているのである。井村氏においては，生産力の発展それ自体と，その生産
力の発展過程とが区別して把握されているものといえよう。即ち，井村氏は，
「平均利潤率の低落に蓄積量の増大・利潤量の増大がともなう」という「命
題」（「法則」ではないことが重要？）を「生産力の発展過程そのもののなか
で把える」（〔8〕14ページ）ことが必要であるとされて，「平均利潤率の傾
向的低落をもたらす生産力の発展過程は，それ自体，まさに，資本蓄積量の
増大による利潤量増大の過程として把えうる」（〔8〕！6～7ページ）として
結論されているのである。　「資本の有機的構成の高度化」として示される生
産力の発展は，それ自体としては，「平均利潤率の低落」をもたらすにすぎな
いのであり，そのような「生産力の発展一般」を，改ためて「諸資本の競争」
の柑蝸の中で考察することによって，「蓄積量の増大・利潤量の増大」を帰結
されているのである。しかし，「法則」の定式化に際して，マルクスが表象と
した「労働の社会的生産力の発展」とは，生産力の発展一般ではなく，利潤
量：の絶対的増大をもたらすものとしてのそれであったのである。
　「利潤率の低下と利潤量の増大」という「二重の法則」を「法則そのもの」
と区別して，例えば，種瀬氏は，「『法則2が示す資本蓄積の運動形態」（〔19〕
933ページ〉であるとされ，米田康彦氏は，「資本制的生産様式の下での再生
産と蓄積の矛盾」（〔7〕11ページ）を表現するものであり，それ故，「『労
働生産力の発展と資本の価値増殖の矛盾』の蓄積過程での必然的展開形態」
（〔7〕14～5ページ）として規定されうるとされているのであるが，そこ
では，資本主義的生産の基礎の上でおこなわれる「労働の社会的生産力の発
展」が，「総資本の増大」を伴い，「二面的作用」をおこなうものとしては把
握されていないために，「利潤量の絶対的増大」は，「法則」をT補足」する
ものとしてのみ規定されているものといえよう。
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　ところで，マルクスは，第13章においては利潤率の低下と利潤量の増大と
は，「外観上の矛盾」（Kap．皿・248）であるとして，国老のあいだの内的
で必然的な関連」（Kap．皿・253）について問題にしているのである。そこ
では，マルク冬は，「どのような条件がこの外観上の矛盾のうちに含まれてい
るのか」（Kap．　m・248）として，投下総資本が「不変量」の場合と「一つ
の可変量」の場合とに分けて考察しているのである。
　投下総資本が「不変」であれば，労働生産性の増大の結果として「利潤率
の低下は利潤の絶対量の減少と一致する」（Kap，㎜・249）ことになり，そ
れが「可変」である場合には，「（総資本のうちの）可変成分の絶対量」の増
大によって，従って，投下総資本の増大によって，利潤量は増大しうるので
あり，それ故，「総資本は，可変資本の百分率が下がるよりも大きな割合で増
大しなければならない」（Kap．皿・250）とされるのである。かくて，マル
クスは，　「いっさいは，資本の総額の大きさにかかっている」（1くap』1・258）
として，「法則」においては，「投下資本の増大」は，「第2の要件」　（Kap．
皿・259）であるとするのである。
　然るに，マルクスは，第13章の結論的部分にいたって，「しかし，利潤率を
低下させるその同じ原因が蓄積すなわち追加資本の形成を促進するとすれば，
そして，どの追加資本も追加労働を動かして追加剰余価値を生産するとすれ
ば，また，他方，単に利潤率が下がったということのうちに，不変資本の増
大したがってまたその総資本の増大という事実が含まれているとすれば，その
場合にはごの全過程は少しも不思議ではなくなってしまう」（Kap．　IH・252）
としているのである。「労働の社会的生産力の発展」それ自体が，「元の総資
本の増大」を含意しでいるものとすれば，「利潤率の低下と利潤量の増大」と
は，　「外観上の矛盾」であるとはいえ，そこには「少しも不思議」は存しな
いということである。生産力の発展が一般的に把握されるかぎりにおいて「全
過程の不思議」は存するのであり，それ故，マルクスは，その点をより明確
にするために，「外観上の矛盾」のうちに含まれている「条件llとは，「総資
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本の増大」ということであるとしたのである。そこに，マルクスがあえで「利
潤率の傾向的低下は，剰余価値率，つまり労働の搾取度の傾向的上昇と結び
ついている、（K。P．　M．268）としたことの理論存するものといえようge
f）　「法則」が，それ自体として「利潤率の低下と利潤量の絶対的増大」と
して定式化されたことによって，両者における「外観上の矛盾」は，「競争当
事者たちの意識」（Kap．皿・252）におけるものにすぎないとして，その「内
的な必然的な関連」（Kap．　III・253）が解明されることになったのであるが，
そのことは同時に，リカードの利潤率低’口論に対する批判をも含意するもの
であったのである。
　リカードは，　「社会が進歩し富が増進するにつれて要求される食物の追加
量は，ますます多くの労働の犠牲によって取得される」ことになるので，　「利
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（］　6）潤の自然の傾向は低下することにある」．として，社会の発展とともに一般的
（15）　「法則」が「利潤率の低下と利潤量の絶対的増大」として明確な形で定式化される
　にいたるのは，資本蓄積論の成立を媒介とする『資本論』の段階においてである。『要
　綱』段階のマルクスは，寧ろ，「法則」を利潤率の低下と利潤総額の減少として把握し
　ていたものと思われる。マルグスは，『要綱』の「果実をもたらすものとしての資本」
　において，労働の社会的生産力の発展が，利潤率と利潤量に与える影響を問題にして，
　「資本が大きくなるにしたがって利潤率は滅少するとしても，資本の大きさに比例し
　てでなければ，利潤の率は滅少するにもかかわらず，総利潤量は増大する。もし利潤
　率がその大きさに比例して減少するならば，その総利潤は小さい資本のそれと同じま
　まであり，変わらない。もし利潤率が資本の大きさが増大するよりも大きな割合で減
　冒するならば，大きい資本の総利潤は，小さいほうのそれとくらべて，利潤率が減少
　するのと「司じように減少する」（Gr．634）としているのである。ここで，マルクスは，
　資本の増大，生産力の発展にともなって利潤総量が増大するということは，「労働の生
　産力の発展のある限られた段階にたいして正しいにすぎないj（Gr，634）のであり，し
　かも，「資本が大量に蓄積されて利潤が低下したのちは，さらにそれ以上の蓄積は利潤
　の総額を減少させる」（Gr．　642）としているのであるが，その点からすれば，資本蓄積
　の長期的過程においては，利潤率が低下すると同時に，利潤総量の減少も惹起される
　ものとして想定されねばならないものといえよう。この点については，拙稿「『経済学
　批判要綱』における恐慌と産業循環の理論について」（ll）『経済学会雑誌』11一　3，
　1979年，118～9ページにおいて問題にしたことがある。
（16）　D．　Ricardo，“On　the　Pt’inciples　of　Political　Economy　and　Taxation，”　1821，
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利潤率が低下傾向にあることを命題化しているのである。しかし，リカード
は，利潤率を剰余価値率と同一視していたので，「賃銀が穀物の騰貴とともに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）上昇すれば，そのばあいは彼らの利潤は必然的に低下する」としたのである。
賃銀の騰落に反比例して，利潤率が騰落するということである。然るに，リ
カードは，「機械の改良によって，労働者の食物と必需品が低減された価格で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）市場にもたらされうるならば，利潤は上昇する」として，労働の生産性の発
展が労賃を低下させる限りにおいて利潤率を上昇させるとしているのである。
即ち，労働生産性の増大によって，利潤率は上昇するということである。
　しかし，労働生産性の増大が穀物価格になんらの影響をもおよぼさなけれ
ば，労働生産性が増大しても，利潤率は増大しないのであり，リカードの積
極的主張もその点にあったのである。リカードは，「利潤率は，労働のよりよ
い配分によっても，機械の発明によっても，道路や運河の開設によっても，
または財貨の製造かその運搬かのいずれかにおけるどんな労働短縮手段によ
　　　　　　　　　　　　　　　　（19）つても，けっして増大することはない」としているのである。
　かくて，リカードは，改ためて，「利潤は賃銀の高低に依存し，賃銀は必需
品の価格に依存し，そして必需品の価格は主として食物の価格に依存する，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2　0）なぜならば，他のすべての入用品はほとんど無制限に増加しうるからゴとい
う命題を定式化し，利潤率の永続的低下を穀物生産の困難性に還元してしま
ったのである。リカードの利潤率低下論の特徴は，まさしく，利潤率の運動が
労働生産性の変化とは無関係に，穀物価格の変動に一面的に還元されてしま
っていることにあるのであるが，この点，マルクスが『剰余価値学説史』に
　堀経夫訳『経済学および課程の原理』
　141ページ。
（17）同前，129ページ。
（18）同前，154ページ。
（19）同前，155ページ。
（20）同前，140ページ。
ノカードウ全集第1巻〉雄松堂書店，1972年。
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おいて，リカード理論を次のように要約しているのは疑問であるといえよう。
　「したがって，労賃すなわち労働の価値は，労働が労働者階級の平均的消
費にはいる必需品を生産するかぎりでは，労働の生産力の発展に反比例して
騰落する。したがって，剰余価値（利潤）率は，労働の生産力が発展するの
に正比例して，騰落する。なぜなら，この発展が労賃を低くしたり高くした
りするのだからである」（Meh．　ll・420）。
　マルクスは，リカードの利潤論を労働生産性の変化と利潤率の運動とは「正
比例」の関係におけるものとして規定しているのである。しかし，リカード
の場合，労働生産性の増大によって生活必需品の価格が下落することがある
としても，食物価格には，なんら影響しないとされていることが重要な意味
をもっているのである。労働生産性の変化と食物価格の間に直接的関係がな
いものとすれば，労働生産性の変化は利潤率の運動を規定する契機たりえな
いのであるQ
　ここで，リカードは，利潤率の低下に利潤量の増大が伴うということに言
及して，そのようなことは労働の生産力の発展のある限られた段階において
のみ正しいとするのである。
　「われわれは，また，土地における資本の蓄積と，賃銀の上昇との結果と
して，資本の利潤率がいかに減少しようとも，しかもなお利潤総額は増加す
るであろう，ということをも予期すべきである。……し々しながら，この（利
潤の全額…引用者）累進は一定の期問について真実であるにすぎない。……資
本の蓄積が多額にのぼり，利潤が低下した後は，それ以上の蓄積は利潤の総
　　　　　　　（21）額を減少させる」。
　　　　　　　　　　　ノリカードは，利潤率の低下にもかかわらず利潤量が増大するということは，
資本蓄積の初期の段階においてのみ見ることができるのであり，資本蓄積の
長期的傾向としては，利潤率の低下とともに利潤総量も減少せざるをえない
（21）同前，144～5ページ。
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としているのである。そこでは，資本蓄積そめものが資本蓄積を妨げる傾向
をもつものとして把握され，資本蓄積の終焉と「ブルジョア的な『神々のた
そがれ』，最後の審判の日」（Meh．1・545）が想定されざるをえないのであ
る。リカードにとっては，「利潤率低下の法則が，ブルジョア的生産のうえに
運命としておおいかぶさる」（Meh．　ll・542）こととして，即ち，資本主義
的生産の「破滅的な傾向！l．・（同前）として立ち現れたのも蓋し当然であるとい
　　　（22）
えよう。
g）最後に，「法則」の帰結することについて簡単に言及しておこう。M・ギ
ルマンは，「マルクス主義者は一般的にマルクスの利潤率低下傾向の法則を社
会的生産の組織としての資本主義の究極的な運命と関連させている」として
いる。ギルマンは，利潤率が低下傾向を示すことによって，「資本家階級の内
部の闘争の深刻さが増大する」のであり，それは，資本主義が次の段階（新
しい生産様式）に移行してゆくための「必要な条件の一つ」　（〔53〕16ペー
ジ）であるとしているのである。
　しかし，マルクスは，「法則」において，資本主義的生産の「歴史的限局性」
（Kap．田・288）をみていたとはいえ，「法則」を，直接，資本主義の運命
と結びつけたり，「法則」自体にお・いて資本主義の崩壊を問題にしたわけでは
ない。そこでマルクスが問題にしたのは，「法則」の「第1要件」としての労
働の社会的生産力の発展は，次の新しい生産様式の，従って，「生産者たちが
（22）マルクスは，リカードの剰余価値論において，利潤率という用語を「剰余価値率」
　という語におきかえるならば，リカードは，　「正しい命題」を提起していることにな
　るとしている。　「あらゆる改良は，分業，機械の改良，運輸手段の改善，外国貿易，
　要するに商品の製造なり運搬なりに必要な労働時間を短縮させるどんな手段によって
　にせよ，剰余価値（したがって利潤）を商くし，したがうて資本家階級を富ませるの
　であり，それは，これらの『改良』が労働の価値を引き下げるからであり，また，そ
　のかぎりでのことである」（Meh．　II・425）。しかし，マルクスは，リカード体系に
　おいて単なる「用語」の置換をおこなったのではない。剰余価値率なる「用語の革命」
　（Kap．1・25）は，新しい経済学の体系を前提にしてのみ可能であったのである。
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自分の生産を予定の計画にしたがって規制する社会」（K．ap　．　Ill・2go）めた
めの物質的基礎を提供するものであるということである。　「資本の歴史的な
任務であり弁明理由」とは，　「社会的労働の生産力の発展」にあるのである
が，そのことによって，「資本は無意識のうちにより高い生産形態の物質的条
件をつくった」（Kap』・288）としているということである。それはまた次
のようにも指摘されている。　「資本主義のもとでの生産力の発展」と，そ
の「発展が行われる仕方」によって，生産条件は，「一般的な共同的な社会的
な生産条件」（Kap．皿・294）につくり上げられていくということである。
　この点は，　『剰余価値学説史』において，より明瞭に記されているのであ
る。　『学説史』において，マルクスは，「法則」の帰結することは，資本の集
積と集中の促進であり，それは「新しい社会形態」における物質的基礎を形
成するものであるとしているのである。以下，少し長きにわたるがその箇所
を引用しておこう。
　「利潤率の低下の法則が経済学月たちに起こざせる恐怖の念は別として，
この法則の最も重要な帰結は，それは諸資本の集積の不断の進展を前提し，
したがってまた小資本家たちからの資本剥奪の不断の進展を前提するという
ことである。これは一般に資本主義的生産のすべての法則の結果である。そ
して，もしわれおれがこの事実から資本主義的生産の基礎の上でそれを特徴
づけている対立的な性格を取り去ってしまうならば，いったいなにをこの事
実は，この集中の進展は，表わしているだろうか？　それは次のこと以外の
なにものでもない。すなわち，生産がその個人的性格を失って社会的過程にな
るというこど，しかも，交換の行なわれるすべての場合に，生産は，生産者
たち相互間の絶対的依存性と，彼らの労働を抽象的社会的労働（貨幣）とし
て表示する必要とによって，社会的である，という形式的な意味においてで
はなく，実質的に社会的過程になるということがそれである。生産手段が共
同的生産手段として，したがってまた個々人の所有によってではなく，生産
にたいするその関係によって一社会的生産手段として一充用されるとき，労
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働もまた社会的規模で行なわれるのである」　（Meh．　IH・444～1）。
　ここでは生産手段が，　「共同的生産手段」に転化し，生産が，　「実質的に
社会的過程」になるということは，「生産当事者の連合理性」によpて，「生産
過程を彼らの制御に従わさせる」（Kap．『286）ということに他ならない
のであり，そのような「より高い生産形態」の物質的条件が，「法則」の帰結
としての諸資本の集積と集中にお』いて与えられるものとして，マルクスは述
べているのである。一般的利潤率が傾向的に低下することは「資本主義の運
命」に「不安」を感じさせるものであるとはいえ，それは直ちに資本主義そ
のものの崩壊を意味するものではなく，「より高い生産形態」の物質的条件
の形成を加速することとして把握されねばならないということである。
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